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【要 旨】
中国は計画経済の行き詰まりから改革・開放を始めてから、３０数年間にわたる高度経済

成長の結果、経済大国の日本を抜いて、アメリカに次ぐ世界第２位の経済大国になった。
しかし、不思議なことに、深刻な官僚腐敗、貧富格差の拡大、社会モラルの著しい低下、
社会不満の噴出など、本来高度経済成長と相容れない現象も同時発生している。それら
の、高度経済成長に相反する現象を材料に、中国は遠くない将来に崩壊するのではないか
と懸念する向きまで現れた。本稿は、中国のこれまでの高度経済成長に付随してきた問題
現象に着目し、経済の成長要因と成長に反する要因の関連性、一体性及びそれらの問題現
象を起こす制度的拮抗構造を指摘し、中国特有な政治、経済、法律制度などを中心に分析
することによって、中国の高度経済成長の二律背反性の存在を証明することを旨としてい
る。
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１．はじめに

中国は、僅か３０数年の期間で GDP が日本を
上回る世界第２位に成長している。この高度経
済成長の華麗なる奇跡を驚嘆した多くの研究者
は、経済の高度成長の要因などを探る多々の先
行研究をしてきた。本稿の目的は、中国経済成
長に付随して発生している深刻な官僚腐敗、貧
富格差の拡大、経済効率や社会モラルの低下、
社会不満の噴出などの、本来高度経済成長と相

容れない現象を発生させる要因と制度上の問題
点などを明らかにする。

本稿では、次のような章節構成で検証・論述
している。この「１」では、中国が改革開放を
余儀なくされた時代背景を政治経済制度を中心
に簡単に説明する。「２」では、統計データ分
析を行いながら、中国高度経済成長の軌跡と現
状分析及びその成長パターンを考査している。
「３」と「４」では、「２」の考査で明白化し
た成長パターンをめぐって、経済活動の主体で
ある政府、企業、家計を中心に、高度経済成長
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に付随して発生している特異な現象とそれらを
引き起こす中国の政治経済制度の特異性及びそ
の特異性が高度経済成長に与える致命傷を検証
することによって、「５」のところで、本稿タ
イトルで提起している中国高度経済成長の二律
背反現象の因果関係を結論付けている。

⑴ 毛沢東時代の計画経済の行き詰まり
著者（１９９９）は、中国の改革・開放を導入す

るきっかけと背景について、次のような趣旨を
述べた。中国共産党が中国大陸で政権を掌握し
てから長年実行してきた計画経済下では、国営
企業だけが存在し、民間企業が認められなかっ
たので、政府の経済活動そのものが国民経済活
動であった。政府は実質的に唯一の経済主体と
して私的財・サービスも公共財・サービスも提
供していた。国営企業は企業と呼ばれていなが
ら、研究開発、設備投資、役員人事、従業員の
賃金決定、製品の価格決定及び販売など、本来
企業の本社機能に相当する経営権を持っていな
かった。国営企業は受動的な存在として、生産
性をあげ、利益を多く生み出したとしても、そ
のほとんどは上納しなければならなかった。そ
のため、多くの国営企業では、従業員の生産意
欲の低下により、利益が著しく減少し、財務体
質悪化ないし赤字などの事情が発生してしまっ
た。そのつけは最終的に「本社機能」を持って
いる政府に回ってきた。国家の財政事情の悪化
は中国経済の停滞をもたらしてきた。

一方、農村では、人民公社制度も行詰り状態
に陥った。旧中国の極めて脆弱な工業基盤を継
承した新中国の工業化を急速かつ大胆に展開し
ようと決意した毛沢東をはじめとする中国共産
党と政府は、農業にその蓄積原資を求むことに
した。農民の生産的余剰を国家の重工業建設に
使わせるため、共産党と政府は農民労働を人民
公社によって組織することを決めた。すると、
とても安い価格で買い取られた農産物は国営商
業流通部門を経て、国営工業部門に低価格で転
売され、日常生活用品が農民に逆に高い価格で
販売されることになった。農民は、拡大再生産
のための資金も技術も設備も得られず、ぎりぎ

りの生活を送っていた。人民公社制度は、農民
を地主の搾取から解放したものの、集団的統制
に追いやった。それゆえ、人民公社制度が根元
からぐら付いた。さらに、１９６６年から、１０年間
にもわたる「文化大革命」蹉跌の末、中国国民
経済が破綻寸前に差し迫っていた。それとは対
照的に東アジアでは、日本経済は長年の高度成
長により、先進国の仲間入りを成し遂げた。ま
た、韓国、台湾、香港、シンガポールという中
国周辺の国と地域も目覚ましい経済発展を遂げ
た。このような国外と国内の経済発展事情の大
きなギャップに直面している状況のもとで、当
時の中国共産党内にも、中国国民の間にも文化
大革命に対する不満や批判が続出し、それは、
鄧小平が政治舞台へ三度復帰するに伴って次第
に高まり、文化大革命を徹底的に否定する大き
な力となった。

⑵ 鄧小平による改革開放の幕開け
理想主義者の毛沢東に対して、現実主義者の

鄧小平は毛沢東の戦友として部下として、新中
国成立後も毛沢東に追随して中国の政治舞台で
活躍していたが、時々毛沢東の意思に沿わずに
行動することもあったため、２回も政治舞台か
ら失脚させられた。毛沢東死後、鄧小平は文化
大革命及び毛沢東の過ちを清算したが、毛沢東
の思想と理念を捨てようとはしなかった。鄧小
平は社会主義の目標を変えずに、社会主義のや
り方つまり道筋を変えることを決意した。した
がって、これまでの社会主義のやり方を反省
し、行き詰まったやり方を思いきって放棄し、
資本主義の資金と技術と経営管理手法を選択的
に取り入れるようと決めた。その後、１０数年間
にわたって、鄧小平は中国の最高実力者として
改革開放の先頭に立ち、また、総設計師として
鄧小平時代を切り開いた。

２．中国の高度経済成長の原動力と実状

中国のここ数十年間の高度経済成長の規模も
スピードも、世界経済史上に類を見ない様相を
呈している。マクロ経済学の観点から見ると、
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年 金額（実行ベース）
１９７９－８４ ４１．０４
１９８５－８９ １３１
１９９０－９４ ８０１．４９
１９９５ ３７５．２１
１９９７ ４５２．５７
１９９９ ４０３．１９
２００１ ４６８．７８
２００３ ５３５．０５
２００５ ６０３．２５
２００７ ７４７．６８
２００９ ９９０．３３
２０１０ １０５７．３５

表１ 直接投資導入総額（単位：億ドル）

出所：『中国統計年鑑』２０１１年版より作成

経済成長は GDP 成長のことである。GDP は、
財・サービスを供給する国内総生産のことで、
一国のマクロ経済の活動水準を表している。ま
た、それは国内において一年間に新たに創り出
された財・サービスの付加価値の合計額でもあ
る。GDP には、生産面、分配面、支出面があ
り、しかも三面が等価であるが、経済発展を直
接に推し進める大きな原動力は、何といっても
その中の支出面である。支出面は更に民間最終
消費支出、政府最終消費支出、総固定資本形
成、財・サービスの純輸出等に分けられる。

中国経済成長の原動力となる支出も、投資
（総固定資本形成）、消費（民間最終消費支出、
政府最終消費支出）、輸出（財・サービスの純
輸出）という三つのエンジンからなっているが、
それらは中国の政治、経済、文化、法律などに
深く影響され、中国なりの特長と問題点を呈し
ている。

⑴ 拡大再生産のための投資資本の獲得
経済成長を牽引するエンジンたる支出分野が

三つあるが、それぞれの力は常に中国特有の政
治、経済、文化、法律といった上部構造に左右
され、均衡が保たれているとは限らず、むしろ
時期や政策などによって、その規模が違う。

経済の立ち遅れている国の経済発展を促進さ
せたい場合、固定資本投資規模が毎年同じ水準
を保つための簡単再生産を行うことにとどまら
ず、前の年の固定資本投資規模を上回るための
拡大再生産をする必要もある。しかし、７０年当
時の、経済の立ち遅れている中国は、「１、は
じめに」のところで述べているように、旧中国
の極めて脆弱な工業基盤を継承した中国は、重
工業化を急速かつ大胆に展開するための蓄積原
資でさえ欠乏している。拡大再生産用の建設資
金は尚更不足していた。こういう場合、建設資
金を外国から調達するのが一番の近道である。
その資金調達の方法として外国からの借金や間
接投資と直接投資などがある。

１）海外資本の大量導入
改革開放の時代に入ってから、中国は外資を

頑なに拒否する政策を改め、海外資本の大量導
入を始めた。その主な方式は、①国際金融機関
の融資、外国政府の対中借款、②海外からの直
接投資の導入、③その他（補償貿易、国際リー
スなど）であるが、そのうち、中国政府が政策
的にもっとも重要視しているのは、海外からの
直接投資の導入である。

１９７９年から２０１０年までの３１年間、中国に対す
る海外直接投資金額は１０４８３．８１億ドル（実行
ベース）にも達している。

３０数年にわたって、この拡大する一方の海外
直接投資資本の流入は、中国の固定資本形成の
主力となり、高度経済成長の甚大な動力源と
なった。開発経済学の観点から見ると、それ
は、中国高度経済成長の投資依存度の高さを物
語っている。しかも、それら海外資本による固
定資本投資のほとんどが、国内資本と同様、い
や国内資本以上に都市部に流入しているという
実態が存在する。

２）都市部偏重の固定資本投資
海外資本が、安い人件費と広大な市場を狙い

に利益獲得のために、交通が便利でインフラが
整っている都市部に大量に投入されたのは、中
国各地の党と政府の都市部重視の思惑にも合致
したからである。
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年 都市部 農村部
投資額
億元

人口比
％

投資額
億元

人口比
％

１９７９ １８．９６ ８１．０４
１９８０ １９．３９ ８０．６１
１９８５ ２３．０１ ７６．９９
１９９０ ２６．４１ ７３．５９
１９９５ １５６４３ ２９．０４ ４３７５ ７０．９６
１９９６ １７５６７ ３０．４８ ５３４６ ６９．５２
１９９７ １９１９４ ３１．９１ ５７４６ ６８．０９
１９９８ ２２４９１ ３３．３５ ５９１４ ６６．６５
１９９９ ２３７３２ ３４．７８ ６１２２ ６５．２２
２０００ ２６２２１ ３６．２２ ６６９５ ６３．７８
２００１ ３０００１ ３７．６６ ７２１２ ６２．３４
２００２ ３５４８８ ３９．０９ ８０１１ ６０．９１
２００３ ４５８１１ ４０．５３ ９７５４ ５９．４７
２００４ ５９０２８ ４１．７６ １１４４９ ５８．２４
２００５ ７５０９５ ４２．９９ １３６７８ ５７．０１
２００６ ９３３６８ ４４．３４ １６６２９ ５５．６６
２００７ １１７４６４ ４５．８９ １９８５９ ５４．１１
２００８ １４８７３８ ４６．９９ ２４０９０ ５３．０１
２００９ １９３９２０ ４８．３４ ３０６７８ ５１．６６
２０１０ ２４１４３０ ４９．９５ ３６６９１ ５０．０５

表２ 都市・農村別固定資本投資額及び人口比

出所：『中国統計年鑑』２０１１年版より

最終消費
支 出

固定資本
投 資

財・サービ
スの純輸出

１９７８ ３９．４ ６６ －０．６
１９８０ ７１．８ ２６．４ １．８
１９８５ ８５．５ ８０．９ －６６
１９９０ ４７．８ １．８ ５０．０
１９９５ ４４．７ ５５．０ ０．３
２０００ ６５．１ ２２．４ １２．５
２００１ ５０．２ ４９．９ －０．１
２００２ ４３．９ ４８．５ ７．６
２００３ ３５．８ ６３．２ １．０
２００４ ３９．５ ５４．５ ６．０
２００５ ３７．９ ３９．０ ２３．１
２００６ ４０．０ ４３．９ １６．１
２００７ ３９．２ ４２．７ １８．１
２００８ ４３．５ ４７．５ ９．０
２００９ ４７．６ ９１．３ －３８．９
２０１０ ３６．８ ５４．０ ９．２

表３ GDPを牽引する三大エンジンの貢献度

出所：『中国統計年鑑』２０１１年版より

「１、はじめに」のところで指摘したように、
経済発展の蓄積原資を求むべき先は農業以外に
はありえなかった。そのため、農民の生産的余
剰を国家の工業建設に使わせる中国共産党は大
陸で政権を掌握してから、すぐ、低生産性農業
が営まれている農村部より工業化を目指す都市
部に政策的かつ経済的に傾斜することを決め
た。

表２でわかったように、都市部人口の割合が
農村部人口の割合よりずっと低いにもかかわら
ず、都市部に対する固定資本投資額（総固定資
本形成）は、農村部より数倍も多い。しかも、
その差は縮むどころか、拡大する一方である。
例えば、１９９５年の都市部と農村部の固定資本投
資額はそれぞれ１５，６４３億元と４，３７５億元で、都
市部の固定資本投資額は、農村部の４倍未満で
あるが、１０年後の２００５年は、それぞれ７５，０９５億

元と１３，６７８億元となり、５．５倍に拡大し、２０１０
年はそれぞれ２４１，４３０億元と３６，６９１億元となり、
６．５倍以上に拡大した。この都市部と農村部の
固定資本投資額（総固定資本形成）の格差は、
両地域の経済格差を拡大させる大きな要因の一
つとなっている。このような背景のもとで、農
村部の人口がだんだん都市部に流入することに
よって、都市部の人口は増加し、農村部の人口
は減少してきた。その結果、農村部の貧困人口
が減っている事実を否定できないが、農村部に
残されている人々の生活状況の改善が立ち遅れ
る羽目になり、両地域の経済格差もますます拡
大する一方である。

⑵ 脆弱な国内消費支出

１９７８年にさかのぼってみると、過去３０年近く
の最終消費支出がほとんどの年において５０％、
２００２年以降のほとんどの年は４０％を割ったのが
分かった。日本の６割、アメリカの７割に比べ
てかなり小さい。最終消費支出は家計や企業に
よる民間最終消費支出と政府による最終消費支
出から構成される。その中の家計部門の消費支
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年 輸出総額 輸入総額 差額
１９７８ １６７ １８７ －１９
１９８０ ２７１ ２９８ －２７
１９８５ ８０８ １２５７ －４４８
１９９０ ２９８５ ２５７４ ４１１
１９９５ １２４５１ １１０４８ １４０３
２０００ ２０６３４ １８６３８ １９９５
２００１ ２２０２４ ２０１５９ １８６５
２００３ ３６２８７ ３４１９５ ２０９２
２００５ ６２６４８ ５４２７３ ８３７４
２００７ ９３５６３ ７３３００ ２０２６３
２００８ １００３９４ ７９５２６ ２０８６８

表４ 消費財の輸出入額（単位：億元）

出所：『中国統計年鑑』２０１１年版より

出が更に小さいはずである。中国の最終消費支
出が少なく抑えられている原因は後に探ること
にする。

⑶ 輸出依存の経済成長
投資、消費、輸出という経済発展を支える支

出が１００だとすると、消費が脆弱な分だけ投資
と輸出を拡大するほかない。

上記のデータでわかるように消費財の輸出額
は、最初の数年間は金額が低くしかも輸入額よ
り少ないが、その後、拡大する一方で、輸入額
より多い黒字状態がずっと続いている。

中国の輸出額の大半は労働集約産業の製品が
占めている。また、外資系企業が主な輸出主体
となっている。

１）輸出依存の初期的原因
中国では、改革開放当初から、豊富な低賃金

労働力資源を武器に輸出志向の貿易戦略を実行
し、国内の経済モデルを「外向型経済」と位置
付けた。「外向型経済」とは、財・サービスの
輸出を重視する経済のことである。

輸出依存の原因は次のようである。第一、国
の近代化のために外国から先進設備の導入に必
要な外貨を獲得する必要がある。第二、国内消
費が相対的に脆弱なため、経済成長を促進する
ための拡大再生産の成果（財・サービス）のか

なりの部分の販売先（市場）を外国に求めなけ
ればならない。第三、従業員賃金（人件費）が
著しく安い労働集約産業の製品は、外国の同製
品と比べ価格競争力がある。輸出志向の戦略を
立てた、製品の技術競争力が脆弱な中国企業
は、人件費が安いという価格競争力の優位性を
武器に製品の大量輸出を実現させてきたのであ
る。そのため、長年、労働集約産業の製品の輸
出は、中国の対外輸出の高い割合を占めている
のである。

中国は既に世界で一二を争う輸出大国になっ
た。しかし、決して喜べないことに、輸出製品
の多くを生産したのは外資系企業であるため、
その付加価値の大半は外国の国民収入として
持っていかれる。中国企業や労働者を含む国民
収入はその分だけ少なくなる。

２）労働集約産業の製品輸出の問題点
労働集約産業の製品輸出は下記のような問題

点がある。第一、製品の付加価値が低い。服装
加工、食品加工、日用雑貨といった製品を生産
する労働集約産業では、製品ができるまでたく
さんの素材や部品と労働力が投入されるが、非
差別化の日常生活品として高く売れないので、
付加価値は少なく、GDP への貢献度も高く期
待できない。第二、技術水準が低い。服装加
工、食品加工、日用雑貨といった、労働集約産
業で作られている製品は、技術水準の低いもの
がほとんどである。第三、中国側の収益が少な
い。中国側投資者は労働力を多く投入している
が、他の生産要素をあまり投入していないの
で、たとえ企業が儲かっても、たくさんの収益
を獲得できない。また、労働者も低い収入に甘
んじているので、中国側のトータルの収益、生
産者余剰は非常に少ない。第四、長期的な輸出
競争力がない。労働集約産業の製品は、中国の
安い労働力を利用する上、価格が低く設定され
ることによって、輸出競争力を獲得しているの
である。輸出競争力には技術競争力と価格競争
力がある。製品の国際競争力を支えているのは
技術と価格の両面である。技術競争力は価格競
争力を左右することができるが、価格競争力は
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年 ＧＤＰ（億元） 成長率 １人あたり／元
１９７９ ４０６２ ７．６ ４１９
１９８０ ４５４５ ７．８ ４６３
１９８１ ４８９１ ５．２ ４９２
１９８２ ５３２３ ９．１ ４２８
１９８３ ５９６２ １０．９ ５８３
１９８４ ７２０８ １５．２ ６９５

表５ GDPと GDP成長率と一人平均

１９８５ ９０１６ １３．５ ８５８
１９８６ １０２７５ ８．８ ９６３
１９８７ １２０５８ １１．６ １１１２
１９８８ １５０４２ １１．３ １３６６
１９８９ １６９９２ ４．１ １５１９
１９９０ １８６６７ ３．８ １６４４
１９９１ ２１７８１ ９．２ １８９３
１９９２ ２６９２３ １４．２ ２３１１
１９９３ ３５３３３ １４ ２９９８
１９９４ ４８１９７ １３．１ ４０４４
１９９５ ６０７９３ １０．９ ５０４６
１９９６ ７１１７６ １０．０ ５８４６
１９９７ １８９７３ ９．３ ６４２０
１９９８ ８４４０２ ７．８ ６７９６
１９９９ ８９６７７ ７．６ ７１５９
２０００ ９９２１４ ８．４ ７８５８
２００１ １０９６５５ ８．３ ８６２２
２００２ １２０３３２ ９．１ ９３９８
２００３ １３５８２２ １０．０ １０５４２
２００４ １５９８７８ １０．１ １２３３６
２００５ １８４９３７ １１．３ １４１８５
２００６ ２１６３１４ １２．７ １６５００
２００７ ２６５８１０ １４．２ ２０１６９
２００８ ３１４０４５ ９．６ ２３７０８
２００９ ３４０９０２ ９．２ ２５６０８
２０１０ ４０１２０２ １０．４ ２９９９２
出所：『中国統計年鑑』２０１１年版より作成

技術競争力を左右することはできない。そのた
め、輸出製品の競争力の維持は最終的に技術力
に頼らざるをえないのである。安い労働力で作
られた輸出製品は価格競争力に優位性がある。
しかし、賃金の安さは一時的なもので、経済発
展や為替レートの変化によって変動する。賃金
が一定の高さになると、製品の価格競争力の優
位性は失ってしまう。すると、輸出が減少し、
輸出企業の利益も減少する。第五、輸出先の同
業者からの反発乃至その国の政府からの反発を
受ける恐れがある。第六、輸出先の経済事情や
景気の悪化により、輸出が急に激減する恐れが
ある。

⑷ 高度経済成長の軌跡と起伏
１９７８年からの３０数年間、中国の GDP 額の順

位が１００位以下から２０００年に入ってから先進７
カ国のイタリア、カナダ、イギリス、フラン
ス、ドイツ、日本を相次いで抜いて、アメリカ
に次ぐ２位になった。実に華々しい成長ぶりで
はあるものの、その軌跡は起伏に満ちたもので
あり、しかも、常に歪と矛盾を抱えているもの
である。それらの対応策として中央政府の経
済・金融政策は緩和と引締めの繰り返しだけで
あった。結果的に中国の高度経済成長は量の拡
大に見合う質の向上が見られないままである。

１）高度経済成長の軌跡
１９８０年代に入ってからの中国は、計画経済を

実行していながら、少しずつではあるが、市場
経済メカニズムの育成にも力を入れ始めた。改
革開放政策の下で、起伏しながらも、平均二桁
近い高度経済成長を続けている。

２０１０年現在の中国の経済規模と１９７９年当時の
ものと比べると、GDP 額に関しては、４０６２億
元から４０１２０２億元へと、１００倍近く拡大し、一
人当たりの GDP は４１９元から、２９９９２元へと、
７０倍くらい増えた。その間、物価もかなり上昇
したので、実質の拡大倍数はそこまで高くな
かったが、それでもかなりの経済成長と言えよ
う。成長率について、ここ３０数年間、一度もマ
イナスに落ち込むことがないどころか、最低の
年である１９９０年（天安門事件の翌年）でも、
３．８％の実績を記録した。その間、１９９２年と
２００７年には最高記録の１４．２％の成長率を記録し
た。３０数年間にわたる経済成長の軌跡を見る
と、全体的に高度成長が続いてきたと言える
が、最低の３．８％と最高の１４．２％の間に４倍近
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くもの差があることから、滑らかの成長過程と
いうより、起伏の大きい成長過程と言ったほう
が正確だろう。その起伏が大きいのは、国内の
政治・法律・経済制度及び国際環境の揺れ動き
に起因する。

２）起伏を起こす国内外要因
１９７９年から１９８４年にかけて、GDP の成長率

が７．６％から、１５．２％にまで倍増してこの時期
のピークを迎えた。この時期は外国直接投資導
入の初期段階で、経済特区を設立したばかりの
時期であった。実行ベースの金額は４１．０４億ド
ル（表１）とそれほど多くなかったが、１９７９年
まで外資を拒絶してきた中国にとって、それは
紛れもなく巨額の金額であり、GDP の押し上
げ効果は絶大である。

その後 GDP の成長率が上下したりして、天
安門事件の１９８９年に４．１％に激減した。二、三
年の低迷期を経て、１９９２年に、中国経済発展の
加速を図ろうとする鄧小平氏は中国の華南地域
を視察し、改革開放路線の一層の拡大を趣旨と
する「南方講話」を発表した。その後、改革開
放の加速化と経済の高度成長が期待されるムー
ドのなかで、海外投資家は、中国市場への進出
の絶好のチャンスと言わんばかりに、中国への
直接投資に先を争って動き出した。GDP も
１９９６年まで４年間、ずっと１０％以上の成長率を
保っていた。

１９９７年、中国改革開放の先駆者である鄧小平
氏が逝去したことにより、西側の人々が、ポス
ト鄧小平時代になった中国で混乱が起こるので
はないかと心配することや、また、中米関係の
ギクシャクや中台間の緊張が時々あったことな
ど、中国をめぐる国内外の情勢に幾分危機感が
走った。そのため、対中直接投資のペースが落
ち、４００億ドル台（表１）にとどまっていた。
GDP の成長率が２００２年までずっと１０％を割っ
た状況が続いていた。その後、江沢民から胡錦
濤へと平穏な政権交代ができたことを受け、
２００３年から外国企業は対中直接投資のペースを
再び上げた。そのお蔭で、金融危機の直前の
２００７年までの成長率が全部１０％台を超え、２００７

年の成長率は史上最高の１４．２％（１９９２年）と並
んだ。中国の GDP の成長軌跡と起伏は、成長
と投資の依存関係を裏付けている。

３．特異な経済制度――「市長経済」

中央政府が絶大な権限を持つ社会主義計画経
済から移行してきた所謂社会主義市場経済は、
前例のない経済体制と構造である。生産者によ
る供給と消費者の需要が主に市場メカニズムの
「神の見えざる手」によって調整されるべき市
場経済も、現代中国となると、各地方都市をは
じめとする党と政府の「首長たちの見える手」――
具体的には、各地の党と政府の責任者の政治力
と行政力、場合によっては法的手法によって運
営され・調整されることになってしまうので、
一種の特異な経済制度に変異してしまった。市
場経済が出来そこなったというか、あまり出来
ていないというか、このような計画経済でもな
く、市場経済でもない、各地方都市をはじめと
する政治・行政部門及びその首長たちによって
主導されている特異な経済制度を「市長経済」
と呼ぶ。

⑴ 「市長経済」の政治・行政的成因
共産党一党支配の中国では、政治から経済ま

ですべての領域において、共産党とその政府が
支配しているが、鄧小平時代になってから、そ
の支配の正当性のよりどころを経済発展と成長
に移した。

多くの先行研究は、中国の高度経済成長を投
資依存型と輸出依存型の経済成長と結論付け
た。確かに、経済成長を支える消費支出に着目
すると、これまでの中国の高度経済成長は過度
な投資依存と過度な輸出依存の様相を呈してい
ると言える。但し、中国高度経済成長の特異性
はなにか、その深層原因を究明する研究はあま
りなされていないようである。その根本原因
は、経済活動に対して強力な政治力、行政力乃
至法的影響力を持っている特異な「市長経済」
制度にあると思う。

産業革命以降の、世の中の経済制度には、市

Bulletin of Beppu University Junior College，３２（２０１３）

― ６７ ―



場経済と計画経済の二種類しかない。市場経済
は、市場主導つまり市場メカニズムの作用に
よって経済主体の経済活動が調整される経済制
度である。計画経済は、中央政府があらかじめ
制定した計画に基づいて経済活動が運営される
経済制度である。改革開放を宣言した当初、中
国共産党と政府は市場経済に対して疑心を抱き
ながら、行き詰まった計画経済に少しずつ試験
的に市場経済の要素を取り入れていた。少し自
信がついてきた１９９２年に、中国の経済システム
を計画経済から市場経済への完全移行を宣言し
た。一方、市場経済の実施に必要な政治、行
政、法律制度の整備の重要性を認識していな
かった。この前人未踏の、体制内における経済
制度の鞍替えが成就したとは言えない。今の中
国は、計画経済を放棄したが、完全な市場経済
を実施しているとは言えない。そのどちらでも
なく、一種の特異な「市長経済」体制になって
いる。

１）国家権力の分散化と重層化
中国の特異な経済制度である「市長経済」の

本質は、地方政府が国家権力の領分を侵食する
ことである。「市長経済」の成因の一つは、中
国の独特な政治・行政制度から由来したのであ
る。どの国も、呼び方はさまざまであるが、東
西南北から見ると、国の行政地域は多くの省や
州に区分され、上下から見ると、省や州→郡→
村のように細分されている。日本の場合、国を
都・道・府・県に区分され、更にそれらを市・
町・村に細分されている。

しかし、中国の独自の政治・行政制度の特長
として、国の最高行政機関である中央人民政府
（国務院）の下に、主に省・直轄市・自治区人
民政府、地級市・自治州人民政府、県級市・
県・旗人民政府など、政府という名の下の「地
方国家機関」が設置されている。また、各級の
政府組織に更に共産党委員会が置かれている。
それらのそれぞれの地方の党と政府は、地域内
の立法や行政活動はもとより、司法権まで持っ
ている。軍事委員会がないのは、中央政府との
唯一の違いである。そのような実質的な独立王

国で、党委員会と政府は強力な政治力と絶大の
行政権と司法権を駆使して地域経済活動に直接
あるいは間接に介入しているのである。言って
みれば、各地の政府は「競技のルール」も作れ
るし、「審判」を務めながら「監督」の仕事と
「選手」の仕事までしている状態である。

２）国家幹部人事組織制度の原因
中国は中央政府以下の地域行政は五つのラン

ク（級）がある。各級の地方政府の主要ポスト
に就いている責任者たちのこれからの去就と進
退は全部その上部政治権力機関の人事部門また
はその上級政府機関の人事部門によって決めら
れる。彼らは、地域の経済発展に業績をあげた
ら、上級の政府機関の重要ポストに抜擢され
る。従って、各級の政府組織の主要責任者は、
もっと上へ行けるようにと言わんばかりに、是
が非でも地域の経済発展に深くかかわり万策を
尽くすようにするのである。

⑵ 「市長経済」の様相
１）経済活動に対する中央政府の政治主導・政

策指導
経済の安定成長が中国共産党の基本政策、中

央政府の基本国策なため、共産党の最高指導部
と中央政府は、毎回の党大会の『政治報告』、
政府（国務院）の『政府工作報告』（施政方針
演説・一般教書）等による巨大な政治力、行政
力及び下級政府の主要幹部たちに対する考査・
任免という人事・組織力を駆使して、それを傘
下の党と地方政府政組織に政治任務として徹底
し、更にそれらの下部組織を通して各業界、各
企業乃至国民全般に貫かせる。党中央と中央政
府は国の経済活動に強力な指導力を発揮する
が、航空宇宙産業、造船業などの国防産業の国
有企業に大きな影響力を有している以外は、経
済活動そのものにほとんど参加しない。しか
し、地方政府となると、状況が一変する。

２）経済活動への政府の積極的な関与
中国の各級地方政府と共産党委員会の幹部た

ちは、共産党最高指導部と中央政府が決めた経
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済成長政策と目標の達成を、自身の昇進のため
の業績の達成とリンクして考えて、地域経済の
活性化に積極的に取り組む。

住民に対する行政サービスを主要業務とする
日本の地方自治体と違い、中国の地方行政機関
は、その地域に限っての国家たる役割を果たす
政府つまり所謂「地方国家機関」である。経済
産業政策の制定、経済企画、貿易の促進などの
政策面の活動だけでなく、外資誘致、域内工業
と農業発展のプロジェクトの計画・立案・実施
など、すべての生産分野の生産活動の促進の仕
事にも深くかかわる。地域の経済活動と企業に
対する影響度と関与度は並大抵のものではな
い。日本経済新聞２０１２年１０月２９日の報道による
と、健康被害を懸念する地元住民数千人が寧波
市政府前に抗議したことを受け、寧波市政府は
中国石油化工が計画していた化学繊維原料の工
場の拡張の断念と、プラント拡張計画の再検討
を決めた。このような出来事は毎年のように、
起こっている。有害物質が放出されることを心
配している市民たちが企業の前ではなく、政府
庁舎の前で抗議していたというのは、市民たち
が、地域の経済活動を主導しているのが地元政
府だと知っているからである。寧波市政府が
「工場の拡張の断念とプラント拡張計画の再検
討を決めた」という事実もそれを裏付けている。
中国屈指の国有企業である中国石油化工まで、
その業務活動を行うとき、地方政府の指導と関
与を受けなければならないこの件からも、中国
の地方政府が当該地域の経済活及び企業活動に
甚大な影響力を及ぼしていることが窺える。

近代資本主義国家で実行されている市場経済
システムの主体は、無論、政府、企業、家計で
ある。そのうち財・サービスを提供しているの
は、政府と企業である。但し、政府の経済活動
と範囲は公共財・サースの供給に限られてい
る。一部の公共材・サービスも民間に任せるべ
きではないかという意見まで現れた。この極端
の意見はともかくとして、政府が私的財・サー
ビスの供給活動をするのに代わって、民間企業
が私的財・サービスを市場に供給するのは、市
場経済の一般常識となっている。例えば、今の

日本では、私的財・サービスを供給する国有企
業は皆無に等しい。国有企業として希少な存在
だった国鉄と NTT まですでに民営化された。
国立大学、国立病院乃至郵便局などの、企業と
は言えない公的サービス機関も、その国有色の
薄い機構に変わった。しかし、そのような市場
経済の普遍的なやり方と違い、中国の地方政府
は、GDP の成長率をあげるために、財・サー
ビスの生産、外国と国内資本の誘致、土地使用
権の販売、大規模な土地開発プロジェクトの実
施、国有の資源採掘権の授与、民政や福祉予算
の抑制などを、ありとあらゆる経済開発活動に
取り組んでいる。

今の中国では、市場経済が実行されているも
のの、計画経済時代の一部の仕組みはまだ残っ
ている。数がだいぶ減ったが、政府系公企業
（中央政府の関係省庁の管轄・所有から末端行
政組織である村の所有まで）は中国経済の命脈
を握っている。全国規模の国有企業のほかに、
地方政府傘下の国有企業もある。それらの国有
企業は政府の政治的・人事的干渉を受ける一
方、融資や税制面の優遇を享受している。

３）民間企業との連携（結託）
経済に対する地方政府と国有企業の主体的か

つ主導的な役割が絶大的なものであると否めな
いが、中国政府は計画経済から市場経済への移
行を決めてから、確かに中央政府から地方政府
まで、民間企業や民間経済の育成を唱えてき
た。その具体策として、一、国有企業の民営
化、二、海外企業の誘致、民間企業設立の許可
などがある。それらのやり方は、市場経済的な
やり方として、市場経済への移行を唱えた中国
において評価すべきものである。上記三つの
ケースとも政府の許認可を得なければならない
ので、一見して、近代資本主義国家のやり方と
ほぼ同じようである。問題は、近代資本主義の
場合、その許認可を出す行政機関は、当該申請
会社の所在地にあるにもかかわらず、地方政府
傘下の機関ではなく、中央政府の関係省庁の出
先機関として、国家権力を行使しているのであ
る。例えば、会社設立などの許認可を出す機関
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は、日本の場合、日本国法務省法務局の出先機
関であり、中国の場合、各地方政府傘下に企業
の許認可の権限を持つ工商行政管理局がある。
経済発展が各地域の党と政府首長の昇進のため
の業績になるので、経済成長を至上命題と見て
いる彼らは許認可権だけでなく、土地、税金、
雇用などの面においても、権限を最大限に行使
し、彼らが必要と認めた民間企業に優遇を提供
する。羅（２０１１）が指摘しているように、「一
方、投資家側は政府のさまざまな権限や資源に
着目し政府との連携を強める。」地方「政府と
企業との結託をもたらしている。」連携はいい
ことであるが、結託は腐敗の温床である。国の
権限と地方政府の権限の一体化は、国益を重視
する国家の監督責任を放棄することであり、
様々な腐敗や不正行為が横行する温床となって
いる。

４）不動産開発に対する政府の利権と影響力
中国では、すべての国土の所有権は国に属す

るとの憲法規定があるのに、地方政府はこれを
自由に処分することができる。それもそのは
ず、各地方政府はその上級乃至中央政府の傘下
にありながら、上級乃至中央政府の一部分とし
てその地域においての国家権限が行使できるか
らである。

各地方政府は、当該地域の運営、経済建設に
必要な資金のほとんどを税収から賄っている。
そのうちの主な収入源は土地税収、正確に言う
と地代である。中国の憲法は土地の私有を認め
ていないので、売買はできない。法律では最長
７０年間の借地権を認めている。地方政府は開発
業者に土地を貸して契約時に高額な地代を１回
で受け取る。土地の所在地によって単価が違
う。高く貸せば、高いほど収入が多い。一方、
開発業者は、土地の取得に高く払った分を、出
来たマンションなどの販売価格に転嫁する。地
方政府が土地利権に駆使され、不動産価格の抑
制に消極的である。それは中国の持続的、構造
的な不動産価格の上昇の根本原因である。ま
た、利権に駆使された場合、土地の単価の決め
方も不透明で恣意的な裁量になってしまう。

⑶ 「市長経済」の弊害
経済活動において、政府は、やってはいけな

いことあるいはやらなくてもいいことをやって
しまうと、市場の失敗を解決するための積極的
な介入などの、やるべきことをやらなくなる恐
れがある。次は、姚［２０１０］に踏まえて「市長
経済」の弊害について更に言及する。

１）中央政府の経済管理活動への侵害
市場経済制度の場合でも、市場の限界や市場

の失敗が発生するので、中央政府は市場の長所
を発揮しながらも、市場の失敗を解決するため
に積極的に国の経済活動に介入しなければなら
ない。また、財政政策を実施することによっ
て、景気を刺激したりすることも中央政府の役
割である。それに中央銀行が国の金融政策の実
施によって、金融緩和か金融引き締めを決め
る。長年にわたって、中国は慢性的なインフレ
と過剰投資に悩まされている。中央政府は、
時々経済の過熱を抑えるための引き締め策を実
施するが、予期した効果がなかなか上がらな
い。それもそのはず、地方政府は実質的に投
資、税制、金融、国土資源の運用などあらゆる
面でその地域に限っての権限を中国の特有の政
治・行政・法律制度により、中央政府から既に
与えられているからである。その結果、国のマ
クロ経済全体に対する中央政府の指導力の発揮
と経済政策の実施効果が小さくなる。

２）市場の一体性と整合性の阻害
「市長経済」の中国では、地方政府が経済活

動に加わったり、国有と民間企業に行政干渉を
したりするなど、地域経済を主導・凌駕してい
るので、地域ごとに相対的に独立した経済圏が
形成してしまった。この点に関して、渡辺利夫
氏が次のように指摘している。地方政府「自体
が一つの強固な官僚資本と化しており、中央の
司令に聞く耳を持っていないからである。」（渡
辺利夫、『開発経済学入門』第３版東洋経済新
報社、２００９）

こんな状態のなか、市場法則が機能できる全
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国統一市場が分断され、市場機能の発揮が阻害
されてしまう。しかも、経済と市場法則によっ
て資源の合理的な配分ができる全国範囲の、緊
密な産業組織構造も成り立たなくなる。

３）資源配分の非合理性
市場経済の場合、個々の企業が各自の投資責

任で、全国市場の範囲内で同業他社と競争を行
う。市場が分断された「市長経済」の場合、そ
の地域の権力当局は市場経済の要素を取り入れ
ながら、莫大な政治・行政・司法の力により当
該地域の市場を自分の勢力範囲内にコントロー
ルしてしまう。そのため、第一、規模の経済が
発生しないので、単位製品あたりの消耗とコス
トが高くなり、生産性が非常に悪い。第二、中
国では、色々な産業があるが、市場が地域行政
によって分断されて、産業内の各企業をマクロ
的に調整する「神の見えざる手」である市場法
則が機能していないので、市場によってある産
業の一番合理的な企業数も、生産量も決定でき
ないし、生産資源の合理的な配分もできな
い――姚（２０１０）。結局、全国レベルで見ると、
生産能力が需要を大幅に上回る深刻な設備投資
過剰、生産・供給過剰になってしまう。中国の
あちこちの地域で製鉄所が建設され、規模の経
済が発生しないため、生産性も悪いし、全国的
に生産過剰になってしまった事例がよく報道さ
れる。

４．経済活動の主体への差別待遇

経済活動の主体は、政府の他に企業（生産者）
と家計（消費者）などもある。

⑴ 民間企業に対する制度的差別
１）民間企業より優遇されている国有企業

市場志向を重視する市場メカニズムが導入さ
れてから、中国では、民営の経済主体つまり民
間企業が雨後の筍のように現れた。中国の民間
企業は、今は中国のさまざまな産産業分野で活
躍しているが、その生存環境はとても厳しいも
のである。国有企業は、融資、税制及び人材確

保など面で民間企業より優遇されている。国有
企業は、融資がほしい場合、企業の巨大資産や
ネームバリューによって銀行側に有利に働きか
けるだけではなく、その地域の政府も行政命令
で融資を強制することができる。人材確保の面
においても、国有企業は制度的に有利になって
いる。例えば、都市戸籍と農村戸籍という二極
化戸籍制度が実施されている中国では、農村戸
籍から都市戸籍への転身は制限されている。都
市部にある国有企業に就職すると、その転身が
ほぼ認められる。民間企業はその特権を与えら
れていないから、優秀な人材の確保に不利であ
る。

２）民間企業の参入分野が制限されている
国有企業は未だに石油化学、製鉄などの重厚

長大産業、軍需産業、巨額な初期投資が要る鉄
道輸送、通信業、電力、がス、水道などの公益
産業、金融業を独占している。その結果とし
て、民間企業がそれらの分野から排除されてい
る。特に金融業に対する国有企業の独占は、マ
クロ経済全般にマイナスの影響を及ぼしてい
る。

中国は自由競争を行う市場経済を実行してい
ると言いながらも、市場経済に反するたくさん
の独占（国有）企業が横行している。市場が独
占のときには、経済と福祉にマイナス要因が作
用する。独占価格の設定により、競争の場合よ
りも生産量は少なく、価格は高くなるからであ
る。こういう場合、独占における消費者余剰が
競争の場合より減少し、消費者にとって不利な
結果になる。更に、こういう場合、生産者余剰
が増加するが、生産者余剰を含む総余剰は競争
の場合より減少する。従って、中国の国有企業
の独占は、資源配分の効率化、経済成長と社会
福祉に反する要素となる。

３）民間企業より優遇されている外資系企業
外資系企業も民間企業であるが、中国国内の

民間企業と比べると、総じて優遇されている。
第一、改革開放当初の中国は、国策による外国
資本を誘致するため、減税や用地提供など、
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色々な優遇策を出したからである。第二、多く
の外資系企業は、各地の政府が集中的に外資系
企業を誘致するために設立した、インフラが整
えた経済開発区や工業団地に立地しているから
である。物流コストが軽減できる。

⑵ 労働者の待遇問題
家計を支える労働者の収入は直接に家計の消

費需要に影響する。企業から得た収入の多少
は、消費の多少をある程度（限界消費性向分）
左右する。収入の高い労働者（家計）ほど、消
費に回す量が多い。

国民経済を牽引する三大エンジンは、投資、
家計（内需）、輸出（外需）である。前節では、
中国経済の投資依存、輸出（外需）依存の問題
点を指摘した。それは、家計、投資、輸出三者
の占めるべき割合がそれぞれどれくらいあれ
ば、適正なのかという問題と、なぜ投資依存と
輸出依存が良くないのかという問題である。裏
を返せば、三大エンジンの一つである家計（内
需）が占める割合が高ければ、投資と輸出への
過度な依存をしないで済み、それらの問題もな
くなるということである。しかし、中国の現実
問題として、家計（内需）が弱すぎる。国民経
済において、家計（内需）という馬車馬の力が
弱すぎるから、投資と輸出（外需）という他の
二頭の馬車馬は働きすぎになった。

中国の内需が弱すぎるという問題が長い間
ずっと取りざたされている。その原因として、
貧富格差の存在やら分配の不公平やら労働者の
収入が低いやら、色々な原因が指摘されてい
る。不思議なことに、何でそうなっているか
と、その根本原因を指摘する意見があまり聞こ
えない。

１）内需不振の根本原因
労働力たる労働者は生産三要素の一つであ

り、生産活動における創造的な存在である。労
働者の待遇問題は、近代社会の政治・法律問題
のみならず、一国の経済成長を左右する一大根
本問題と死活問題でもある。というのは、労働
者は、GDP の生産面の生産者、GDP の分配面

としての所得者と、支出面としての消費者であ
る。国民所得の三面等価原理により、そのどち
ら一面が小さいと、他の二面も自ずと同額に合
わせる。従って、弱い立場に置かれている労働
者の分配額が少ないと少ない分だけ消費（内需）
が少ない。消費（内需）が低いと生産規模（経
済規模）が縮小になる。それを避けるために、
内需と言う消費が頼れなくなると外需（輸出）
にしか目を向けない。外需が外国的な要因で、
一国政府がそれをコントロールできない。内需
の育成は一番都合がいい。中国の内需不振の根
本原因は次にある。
①近代労使関係に関する基本理念の欠如

近代資本主義の市場経済制度の下の労使関係
は、権力・権益対等の契約関係である。労働は
人間（労働力）によって提供され、人間（経営
者）によって雇われるものである。しかし、労
働力の売買と他の商品の売買との根本的な違い
がある。第一、売る側（雇われる側）は労働力
本人を売るのではなく、購入者（雇う側）は労
働力本人を買うのではなく、その労働力が提供
する労働が売買の対象なのである。第二、労働
力商品の提供者は、購入者である雇用主と完全
に対等な立場に立つ、人権、人格、自由を持つ
人間である。法治と民主主義を標榜する社会で
は、職業選択の自由、契約などの自由、思想言
論の自由、集会結社の自由などは法律で保障さ
れるだけでなく、購入者である雇用主側に対す
る団体交渉権、労働争議権、団結権なども保障
されている。第三、労働力商品の使用価値の実
現は、購入者側が一方的な意思によって行われ
るのではなく、提供者つまり労働者の自発的意
志によって左右されることである。

中国共産党は、労働者や農民に対する搾取を
無くすことを革命の目標として掲げて、社会主
義国家を樹立した。計画経済の下で、ストライ
キや労働者独自の労働組合の設立や労働者の賃
上げのための団体交渉権などを認める法律はな
かったものの、その代わりに、社会主義企業の
最大のボスである共産党と政府は、労働者の福
祉を高める政治理念で、全国一体化の計画経済
の下で、共産党の政策と政府の行政指導で傘下
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の各企業の労働者の福祉を守っていた。
②労働者の権益を守る認識と法制度の欠如

市場経済の導入を決めた共産党と政府は、ほ
とんどの生産組織でボスでなくなった。する
と、労働者の福祉改善や賃上げのことについ
て、企業に対する命令もできなくなった。問題
なのは、市場経済を認めながら、市場経済に
マッチする、労働者の基本権利を守る法律の制
定がかなり立ち遅れていることである。

今の中国では、権利と義務を明示する労働契
約制度はあるが、雇用側と非雇用側の間に対等
かつ平等な関係の構築の重要性はまだ認識され
ていない。結局、労働者の権益を守るための法
律整備も法律執行も不十分のまま高度経済成長
が続いている。中国憲法はまだストライキを認
めていない。労働基準法はまだ完全に整備され
ていないし、雇用主側に対する団体交渉権、労
働争議権、団結権などを保障する法律もほぼな
い。こういう労働法規などの整備に対する政治
の無作為は、国有企業の労働者、特に民間企業
の労働者の給料が経営者や管理者よりかなり低
い水準、つまり高度経済成長に比例しない水準
に設定されている結果を引き起こし、構造的な
内需不振の一大根本原因である。

２）賃上げなどに対する政府の消極姿勢
政府が主導する経済成長という性格から、政

府は、経済成長を牽引する消費というエンジン
より、投資というエンジンの方を選好する癖が
ある。消費より投資の方を主導しやすいからで
ある。投資活動、投資側の利益を守る意志が強
いせいか、内需が弱すぎると長年にわたって指
摘し続けられてきたにもかかわらず、内需の主
役である労働者の賃上げが保障できる制度作り
を怠ってきた。

各上級政府は、各下級地方政府の首長たちに
経済成長という国策的な数値目標の当該地域分
を達成させるために、業績をあげたものを上級
政府の官職に抜擢するという制度的な仕組み用
意している。すると、上級政府の官僚へと昇進
のための業績を上げるために、高い GDP 成長
率の達成を第一の任務と位置付け、常に、

GDP 成長率の数字を反映しやすい投資と輸出
の拡大に走っている。結局、投資をした国内外
の経営者の投資利益の最大化も、地方政府が
願っている地域投資活動の最大化と利害一致に
なってしまった。すると、労働者の利益を守る
ための行政指導はおろか、どの経営者も消極的
な労働者の賃上げなどを保証する制度的努力を
怠ってしまう。『中国報酬発展報告２０１１』の発
表した数字もこれを物語っている。国民所得に
占める労働者報酬の比率が１９９２年の５４．７％から
２００８年４７．６％に下がった。

５．終わりに

結論的に言うと、中国の高度経済成長は投資
依存型、輸出依存型という特長に更に地方政府
主導という要素が重なる特異性が見られる。こ
のような政府主導による投資依存型・輸出依存
型の「市長経済」は、もろ刃の剣という両面性
があり、高度経済成長に貢献する多くのプラス
要素が働きながら、高度経済成長に副作用をも
たらすマイナス要素も祟っているという不可解
な二律背反現象が出現している。その故に、人
類史上、類を見ない高度経済成長を成し遂げつ
つあるにも関わらず、冒頭で述べたように、深
刻な官僚腐敗、貧富格差の拡大、社会モラルの
著しい低下、官民対立や貧富対立などの社会不
満の噴出など、本来高度経済成長と相容れない
現象も同時発生している。結局、次のような二
律背反の諸現象を誘発してしまった。

第一、多くの外国直接投資の導入は中国の固
定資本形成と国内総生産の増加に紛れもなく寄
与している一方、その増加分だけ実質的な国民
総生産や国民収入が減る。つまり、外資系企業
が国内総生産（GDP）に貢献する分が多けれ
ば多いほど、中国国民に帰属する分が少なくな
るわけである。

第二、「市長経済」体制の下で、政府主導の
経済活動は、財・サービスの供給増による経済
発展の大きなエネルギー源となっている一方、
地域市場を凌駕する地方政府行為が市場メカニ
ズムの機能を阻害することにより、実質的に地
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域ごとの、相対的に閉鎖的な経済圏を形成させ
てしまう。すると、経済の公正性、効率性、合
理性、一体性の発揮が著しく阻害されるだけで
なく、更に、中央政府と地方政府との間に政策
的ずれが生じることにより、中央政府の経済・
金融政策の有効性と権威性が阻害される。挙句
の果てに、市場メカニズムの価格機能による資
本、技術、労働力といった経済的資源を適正に
配分することも不可能になる。そのため、経済
の実態が政府の公表する名目数値より悪く、長
期的には、資源の枯渇につながる。

第三、地方政府に国有土地資源の所有権と処
分権を与えることは、異常な不動産開発に起因
する不動産価格の暴騰を引き起こし、国民経済
各分野の投資バランスを崩し、勤労者の労働成
果を巻き上げ、インフレを持続的に発生させる
など、すべての経済領域と福祉に悪影響を与え
続ける羽目になった。

第四、地方政府主導の投資依存型の経済成長
は数字的な意味合いが強いものにすぎない。と
いうのは、地方政府主導の投資活動（固定資本
形成）は、中国経済の過熱、物価の高騰を引き
起こすだけでなく、投資効率の悪化も伴う。ま
た、政府主導の投資依存活動がほとんど外資、
大規模都市開発、大きな工業団地または工業や
インフラプロジェクトに依存するものなので、
その結果、GDP が増大したと同時に、都市部
と農村部の格差、沿海部と内陸部の格差、大企
業や国有企業従業員と民間企業や中小企業従業
員の収入格差などの貧富格差も増大した。

第五、地方政府主導の輸出依存型の経済成長
は、数字的な意味合いが強いものにすぎない。
技術集約度が低く労働集約度の高い製品の対外
輸出は、国内労働者の人件費を極端なほど低い
水準に抑えることによる内需を犠牲にした上で
成り立ったのである。このように得た天文的な
数字の外貨で、外国債を買う場合、政治的なリ
スクと、元高ドル安で価値が下がるという経済
的なリスクにさらされる。技術力の低い製品の
安売りで得た外貨でハイテク製品を買いたくて
も買えない。悲しいことに、輸出のために犠牲
を敷かれた内需を起こしたくても不発に終わっ

たので、今度は経済成長を維持するため、内需
を犠牲にした輸出を一層拡大しなければならな
いようになった。しかも、もし、国際経済の要
因で、輸出が減ると、投資を拡大するしかな
い。

第六、この出口の見えない悪循環を断ち切る
ための唯一の方策は、家計が主力の内需を高め
ることである。しかし、経済成長を自分に利す
る政治任務の達成につながる投資活動に力を傾
注する「一つの官僚資本」となっている地方政
府は、積極的かつ本気に労働者の賃上げなどに
力を入れることはまず不可能なのである。

中国の高度経済成長における二律背反現象を
無くすための唯一の道は、背水の陣という思い
で改革開放を決断した鄧小平をはじめとする先
人のような気概を持って、「市長経済」及びそ
れを形成させた歪んだ政治・行政・法律を変え
ることによって、真の市場経済制度を確立する
しかない。

参考文献

凌星光［１９９１］『資本主義と社会主義』ごま書房
姚宇龍［１９９９］「外国直接投資の大量投入」『拓殖大学

院研究年報』第２７号
姚宇龍［２０１０］「経済大国への進捗度と課題」『別府大

学短期大学部紀要』第２９号
渡辺利夫［２０１０］『開発経済学入門・第３版』東洋経済

新報社
羅歓鎮［２０１１］「中国高度成長及びその制度要因」『東

京慶経大学会誌』第２７１号
「中国統計年鑑２０１１」電子版 中国国家統計局

別府大学短期大学部紀要 第３２号（２０１３）

― ７４ ―


